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現代的課蓮としての「人権」学習様式をどう捉えるか

一成人学習の意味パースペクティブー

Understanding of the learning style about "human rights" as current tasks

- mearning perspective of adult learning一

社会教育研究室安原-樹

社会同和施策の位相

今日の生涯学習としての「人権」学習のあり

方は、戦後のいわゆる社会同和教育が、施策的

にどのように展開され、どう法制度として確立

されてきたかという社会的文脈を踏まえて理解

する必要がある｡以下において、これまでの施

策のあゆみを概執しておく｡

戦後の社会同和教育を進める地域改善対策事

業は、昭和28年の厚生省による地方改善事業の

スタートに端を発している｡そして、その5年

後に内閣に同和問題閣僚懇談会が設置され、中

核的な政治課題として取り組む姿勢が示された｡

昭和35年8月に、同和対策審議会が設置され、

翌年12月に内閣総理大臣から同審議会に対し、

「同和地区に関する社会的及び経済的諸問題を

解決するための基本的方策」について諮問され

た｡ 「同和地区」の実態把握の必要性が示され、

昭和38年1月に、同審議会が同和地区全国基礎

調査を実施した｡同様の調査は、その後昭和42

年1月、 46年6月、 50年6月に実施されている｡

こうした、社会的状況としての部落の実態に鑑

み、 40年8月、同審議会から「同和地区に関す

る社会的及び経済的諸問題を解決するための基

本的方策」ついて、いわゆる「同対審答申」が

提出され、それに基づき翌年4月に、同和対策

協議会設置されたのである｡同和地区に対する

実際の行政施策は、昭和44年7月に同和対策事

業特別措置法が10か年時限法として、施行され

本格的にはじまったといえる｡そして、この時

限立法は、昭和54年4月に、 3か年の延長がな

され、さらに、 56年12月に同和対策協議会から

「今後における同和関係施策について」意見具

申が提出され、翌年4月には、地域改善対策特

別措置法が5か年時限法として、施行された｡

同年4月に地域改善対策協議会が設置され、

「同和対策」から「地域改善対策」への施策的

橋渡しがなされたのである｡そして、昭和59年

6月に同協議会から「今後における啓発活動の

あり方について」意見具申が提出され、翌年11

月に、地域啓発等実態把超が実施されたことは、

同和問題がハード面にとどまらず地域啓発とし

て、ソフト面での対応という物心両面での施策

が本格化したことを意味する｡その後の今日ま

での行政施策に関わる動きとしては、昭和61年

8月、地域改善対策協議会基本問題検討部会か

ら報告書が提出される、同年12月、同協議会か

ら「今後における地域改善対策について」意見

具申提出、 62年3月、各都道府県知事、政令指

定都市市長に「地域改善対策啓発推進指針」が

通知される｡そして、 5カ年時限法として、同

年4月に「地域改善対策特定事業に係る国の財
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政上の特別措置に関する法律」が施行され、そ

の窓口として、地域改善対策協議会が設置され

ている｡この時限法の期限切れを前に平成3年

12月に地域改善対策協議会から「今後の地域改

善対策について」意見具申が提出され、翌年3

月に「地域改善対策特定事業に係る国の財政上

の特別措置に関する法律の一部を改正する法

律」が施行され、一部事業についての法の5年

延長がなされたO

そして、昨年12月の国会において、新たな時

限法として、 「人権擁護施策推進法」が、可決、

成立した｡ 21世定へと橋渡しをすることになる

今後5年間の同和問題を中心とする「人権」学

習のあり方に方向性を示すことになる｡

今日では、生涯学習として、巷にはさまざま

な学習の機会が存在し、従前型の社会教育活動

のみならず、自主的な市民活動としての学習の

環は拡がっている｡しかし、人々が「学習す

る」という行為そのもの量的な拡張に比して、

学習者側の学習内野そのものへの主体的な取り

組みは、とりわけ、それが「同和問題」や「人

権学習」という場合、必ずしも辛妹な問題とし

て捉えられていない｡そうした場合には、その

多くは行政施策的な「必要課題」として、相変

わらず学習すべきものとして、課題提起された

様式をとったままである｡本来、地域住民が自

らの生き方、生活課題として認識すべき事項が、

今だ「お上」のお膳立てによって学習素材と

なっているに他ならない｡生涯学習社会と冠さ

れる学ぶ社会における「人権」の問題が本質的

な学習課題となりうるためには、成人教育とし

ての個々人の学ぶ様式を問題としなければなら

ない｡なぜならば、一般的に成人の学習活動は、

第一義的にはその人の学習する意欲とその方法

に拘泥されるからである｡

生涯学習における自己主導性と学習の「意味」

成人がさまざまな様式でなぜ学ぶのか、成人

学習の意義は、成人の学習を「パースペクテイ

ヴ」という意味論において考究したJ.Mezirow

の研究から多くの示唆を受ける｡ d)D Mezirow

の学習論(2)は、 「彼は、我々人間の認識活動を

基礎づける深層の心理構造を『意味パースペク

テイヴ』として促え、その変容(パースペクテイヴ

変容perspective transformation)こそが成人の

学習の本質であると考える」とまとめられてい

る(3).

彼の成人学習論の特徴として、いくつかまと

められる｡まず、注目すべきは、 1970年代以降

の米国成人教育研究のキー概念でありつづけて

いるSel卜Directed Learningを「成人性」

( "adulthood'つという視点から理解している

ことである｡このことは、Knowlesの

Self-Directed Learning理解への批判的言質を

展開するBrookfield等の見解に通じるWn

Brookfieldは、成人がそもそも生得的に自己主

導的であるという基本的な見解に疑問を呈して

いる｡そして、KnowlesのSel卜Directed Learning

理論が、生来の自己主導性にもとづく学習によ

る自己主導の獲得という矛盾を学んだものであ

ることを指摘している｡そして、 Mezirowも、

Brookfield等と同位の視角に立ち、自らの実証

的研究をもとに、 Knowles等のSelf-Directed

Learning理論とは性格を異にする批判的

Self-Directed Learning理論(critical theory of

selトDirected Learning)を展開している｡

Mezirowの立論の視点は、いずれも「成人性の

実現」のプロセスにあり、それによる理論化を

試みている｡

Self-Directed Learningの考え方は、成人教

育の関連文献においてキー概念の一つとして、
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確固として定着しており、実践および照会の明

確な領域として成人教育のアイデンティティの

ための基盤を築いてきたいくつかの核となるも

の一つである｡しかし、Self-Directed Learning

は解釈の幅が非常にオープンとなっている｡ス

ペクトルの一方の端には、sel卜Directed Learning

は、学習者が目的や具体的目標を決定し、適切

な資源配置をし、学習戦略を計画立案し、そし

て結果を評価する場合に生じるとみなされてい

る(KnowlesやTough等) ｡従って、Self-Directed

Learningは自己学習のための一連の技術および

手続きの専門的知識として特徴づけられうるも

のであるOスペク.トルのもう一方の端に、Mezirow

やBrookfieldのようにSelf-Directed Learningは

「批判的認識」の考え方を受け入れるプロセス

と考えられている｡批判的に認識している学習

者は、彼らが所与のものとして当然とする自ら

の生活を総括する仮説を同定し、さらに挑戦す

る許容性を有している｡批判認識をもつ学習者

は、自らの心理学的、文化的仮説から解放され、

真の学習ニーズをより身近なものとする｡従っ

て、彼らがコミットする学習場面では、知識は、

いわば純粋なオールタナテイヴとして、存在し

うる｡

こうしたSelf-Directed Learningへのアプ

ローチは、学習者の心理学的成長という共通し

た関心を前提としている｡それらは、場合に

よってその関連性は差異があるが、成人の学習

行動と心理学的成長とは関連しているというこ

とを仮定している｡その前提には、第-に、

Self-Directed Learningは本質的に一つの学習

スキルであるということがあり、成人は自己主

導であろうとするための心理学的ニードを有す

ると仮定されている｡この見方を基盤とする学

習過程(例えば、 Knowlesのいう学習契約

learning contract)は、このニードを認知し、
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喚起することを企図されている｡第二に、

Mezirowの成人学習論に示されるように、社会

的な構造において生じる学習を束縛する仮説が

なされ、成人の学習によって主観化されるよう

になる｡こうした束縛あるいは心理文化的仮説

を流布することは、直ちに自己生得的に学習の

行為であり心理学的成長であり、結果として生

じるSelトDirected Learningの前提条件である

'Mm*

selトDirected Learningをめぐる論議は、 「成

人性」をどう理解するか、換言すれば成人学習

における自己主導(self-direction)をアンドラ

ゴジー概念の中にどのように位置づけるかが中

心となる｡しかも自己主導が実際の成人学習プ

ログラムにおいて、どのように理解され、どう

意義づけられているかを探究することが不可欠

となる｡米国ではこのことを前提とした成人の

ための学習プログラム開発は、 「自習プログラ

ム」 「学外学位プログラム」 「企業・団体におけ

る研修・開発活動プログラム」 「農営振興教育

プログラム」 「福祉関連サービスプログラム」

「識字教育プログラム」 「専門的継続教育プロ

グラム」など多様な成人教育プログラムに従事

する実践家にとってこそ、まさに重要な課鹿と

して把起される必要があるとされる｡そこにお

いて、 selトdirectedness (自己主導性)への着

目はプログラミング上の一時的なスキルではな

く、 「成人性」への問いかけを常態的に示した

ものとして理解される｡従って、成人の学習場

面という実践への掛かり方における理解が重要

となってくる｡今日のわが国における社会同和

教育をそうした視角で分析するとどうなるであ

ろうか｡

SelトDirected Learningにおける、 selト

directedness (自己主導性)の発露、換言すれ

ば「成人性の実現」は、 Mezirowの成人学習論



親代的諌虜としての「人権」学習様式をどう捉えるか

において柱の一つとして示されるものである｡

彼の立論は、成人が学習することの意味、すな

わち成人学習の中核は何であるかを探究するに

非常に示唆に富むものであることがあげられる｡

Mezirowは、それを「パースペクテイヴ変容」

(perspective transformation)15'として示してい

るOこれは、 Mezirowが既存の成人学習論への

批判論として、学習そのものの「適応」を問題

視しており、学習者個々人の学習による「変

容」、そのプロセスの重要性を指摘したもので

あり、 「意味パースペクテイヴについての学

習」 (learning about meaning perspective)とも

表現されているOそして、成人のパースペク

テイヴ変容の前提としてあげているのが、 「契

約的連帯」 (contractual solidarity)であり、

人々の因襲的な旧来型の人間関係の脱却として

成立するものとしている｡

こうした人間関係分析をMezirowは、

Habermasのコミュニケーション的行為論を援

用し、ラーニング・ディスコースとして、契約

的連帯という人間関係図示式を具現化している｡

具体的には、 Habermasが区分している人間の

認識関心の基本的領域である「技術性」

(tecnical) 「実践性」 (practical) 「解放性」

(emancipatory)に依拠し、 Mezirowは「手段的

学習instrumental learning」 「対話的学習

dialogiclearning」 「自己省察的学習

self-reflective learning」という三つの成人学

習を考えている｡ 「手段的学習」は、学習者が

自分の興味関心に基づき、学習素材を決定し、

学習そのものを自分のものとし、学習すること

の意義を自らその行為によって定位することを

意味する｡従って、職業関連の資格取得や教養

向上を目的とするような学習活動を意味する｡

「対話的学習」は、個々の学習者が今ある現況

を学習によって、理解し、 「間主観的な価値判
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断構築」を学習するプロセスにおいて実現する

ことを意味し、学習する方向性を価値づけるこ

とになる｡ 「自己省察的学習」は、学習者自ら

が「なぜ、私は学んでいるのか、なぜ学ぶの

か」を自問自答し、学習することによる内的変

容を受容し、学習することの価値を再編するこ

とを意味する｡

変容理幾としての「人権」問題学習

成人の学習の本来的な意義をどこに兄いだす

べきであろうか｡例えば、職業人であれば、誰

しもが職業上の必要性や上司による業務命令な

どによって、何らかの知識習得や資格取得が目

的となる学習を経験するであろう｡あるいは、

今日の生涯学習時代と呼ばれる社会状況下では、

主婦層や高齢者の趣味・教養活動である学習は、

数多く展開されている｡

しかし、基礎基本的な社会的スキルの獲得と

いう大義名分に帰着することが可能な学校教育

とは違い、成人が学習することによって得る本

質的な意味は、自らがその行為によって変わる、

自己革新しうるところにあるのではないだろう

か｡そのためには、成人の学習が自らの生活を

主体化する自己変革の動機とむすびつくことを

前提としている｡生涯学習としての「人権」問

題学習のあり方はそうした観点で捉えられるべ

きであろう｡ 「たてまえ、たてじわ、たにんご

と」と抑撤される人権・同和研修会での学習状

況が、その場における自己変容のトリガーとな

りうるかどうか、成人学習の本質が問われてい

るo

啓発事業として、 「人権」問題学習を位置づ

ける場合、学習者の学習に至る経緯、これまで

受講してきた学習内容と重点とすべき研修課題

の焦点化、課題への問題意識の絞り込みなどに



おいて、従前型の方法論は内省すべき事項は数

多い｡重要なことは、地域住民としての日常的

な人権問題を中心とする生活体験に依拠した開

港発見のプロセスであり、もろもろの差別事象

とリンクした成人学習者としての学習の組織化

の視点である｡人権時代の生涯学習の方法論的

課鬼は、そうした視点での「意識化」 (6)を前提

とすべきものであり、成人学習者としての内的

変容のプロセスを含むものである｡

「人権」問題学習における個人学習の組織化

の問題は、自らの学習課題として日常的な人権

意識を生活感覚として、どう捉え、理解し、学

習行動においてどう位置づけ、いかに主体化す

るかである｡生活世界における学習の自己組織

化現象に関わって、具体的な活動が自己革新と

しての学習となり、そこに「人権」学習は位置

づけられなければならないであろう｡

成人の学習が、社会の秩序体系の変容や変革

を促す契機となる場合に、その学習を取り巻く

生活世界の論理はいかなるものであろうか｡

人々の学習を行為の合理性ではなく生涯学習社

会へ向けての社会システムの合理性という観点

で理解すると、従来型の知識注入型の人権啓発

と異なるシステムと環境の差異に依拠した「人

権」を学ぶ生涯学習論が展開される｡

生涯学習の体系化に位置づけられる「人権」

学習の課題は、現在の同和問題を取りまくマイ

ナス状況の結果としての「危機の共同主観化」、
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例えば地域の部落問題、在日韓国朝鮮籍の人々

との関わり、ジェンダーとしての女性問題、学

校におけるいじめ問題や不登校などを通じて、

内在化された学習課題について成人学習者がデ

ィスコースすることで、生活空間の有横的な自

己組織化をめざすものでなければならないであ

ろう｡もちろん、そこにはさまざまなわが国と

近隣諸国との歴史認識の見直しや争点となる事

項についての活発な論議が必要であろうし、新

たな社会史的側面での被差別部落の掘り起こし

も重要である｡中途半端な「疑似体験学習」や

感情の一時的スリより、既成事実としてのみと

らえ、持ち回りで担当したというためのみの

「実績づくり」交流会など許容されるはずもな

く、現代的な人権問題に正面から挑戦しうるよ

うな被差別の「世界」に真正面から向き合う真

撃な姿勢が要求される｡自らの存在基盤を確認

すべきかのごとくの差別意識は内的事項である

という感覚を絶対視する全体主義的、民主的風

潮空間へ、いかに異議申し立てをし、 「対話」

による学習環境を創造していくか｡成人教育と

しての「人権」問題学習は、複雑かつ困難な課

題が錯綜しているといえるMezirowのいう変

容理論は、こうしたわが国の「人権」問題学習

を省察する、よりフォーマルな教育学習状況で

の分析において、その意義が求められるもので

はないだろうか｡

[注】

(l)jack Mezirow、コロンビア大学教員養成学部(teachers college)大学院成人継続教育コース教授、成

人教育センダ-研究員O彼の研究頚城(著書)としては、成人教育、コミュニティ開発(ディベロップメ

ント)に関わるものが主であるが、現在は、「意味変容的な成人学習」 transformative adult learningの

研究に取り組んでいるUCLAにおいて成人教育研究で教育学博士(Ed.D.)を取得している｡

彼の最近の著作としては、以下のようなものが公刊されている｡

Mezirow J. Transformative dimentions of adult learning, San Francisco: Jossey-Bass Publishers,
1991.
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Mezirow.J. and Associates , Fostering critical reflection in adulthood: A guide to transformative and

emancipatory learning, 1990.

(3)Mezirowの学習論に言及した先行研究論文(邦文)および関連論文(邦文)は、以下のようなもの

がある｡

永井健夫「認識変容としての成人の学習- J.メズイ・ローの学習論の検討-」 r東京大学教育学部紀

要」第29巻、 1989年、 331-339頁O

永井健夫「アメリカ、 J.Mezirowの学習論をめぐって一成人の学習およびその考察における基本的視

点-」社会教育基礎理論研究全編F諸外国の生涯学習」 [叢書生涯学習Ⅸ]雄松堂出版、 1991年、

73-114貫｡

豊田千代子「自己決定学習と成人性の発達IJ.メズイローの批判的成人学習論を中心として-」社

会教育基礎理論研究会編r学習・教育の認識論J [叢書生涯学習Ⅷ]雄松堂出版、 1991年、 145-177頁｡

永井健夫「成人の学習過程の解明に向けて(n) - 「解釈のパターン」と「意味パースペクテイヴ」

の試論的比較」 r社会教育学・図書館学研究J第16号、東京大学教育学部社会教育学研究室、 1992年、

63-71頁｡

永井健夫「成人の学習過程の解明に向けて(Ⅲ) -学習者の生きる生活世界-」の試論的比較」 r社

会教育学・図書館学研究』第17号、東京大学教育学部社会教育学研究室、 1993年、 35-42貫｡

柳沢昌一「生活世界とコミュニケーション的行為の理論- J.ハーバーマスの理論展開の跡づけを通

して-」社会教育基礎理論研究全編r生活世界の対話的創造」 [叢書生涯学習Ⅹ]雄松堂出版、 1992年、

3-29頁｡

入江直子・豊田千代子「成人の学習と発達-N,A.Gのアンドラゴジー理論を中心として-」日本社

会教育学会編r社会教育の国際的動向j l日本の社会教育第31集]東洋館出版、昭和62年、 143-155頁｡

堀薫夫「アメリカにおける成人発達論の展開-エイジングと教育との関連の中で-」日本社会教育

学会編r社会教育の国際的動向』 [日本の社会教育第31集]東洋館出版、昭和62年、 156-169頁｡

宮坂広作「生涯教育の思想と実践-国際的な理論動向についての管見-」 r生涯学習の理論J明石書

店、 1990年、 1-38貢｡と・くに、 23-33頁において「Mezirowのパースペクティブ変容論」として詳述｡

(3)前掲永井論文、 1993年、 39貫｡

(4)Brook field,S. "Self-directed learning: A critical review of research" , in Brook field,S. (ed.) ,

Self-directed learning: from theory to practice. San Francisco: Jossey-Bass Inc. 1985.

(5)「パースペクテイヴ変容とは、われわれの仮説がいかにして、なぜ、われわれの世界について知覚し、

理解し、感じる様式を束縛するようになったのかを批判的に認識するようになる過程である｡より包

括的、差異的、統合的なパースペクテイヴを可能にするよう、こうした習慣的な期待を変えさせる、

そして結局は、新しい理解を選択するか、またはそれに従って行動することである」

(Mezirow.Op.Cit. ,1991,p.165.)｡

(6)ここでいう「意識化」とは、フレイレのいう「信号の受け手ではなく認識主体としての人間が、み

ずからの生活のあり方を定めている社会文化的現実と、その現実を変革するみずからの能力とを深く

自覚する過程」を意味するo
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